
１．巨大災害対策
（１）防災体制の構築
（首都直下地震対策特別措置法に基づく取組状況）
　首都直下地震対策特別措置法（平成25年法律第88号）に基づき、「政府業務継続計画（首都
直下地震対策）」（平成26年３月）及び「首都直下地震緊急対策推進基本計画1）」（以下「基本
計画」という。）（平成27年３月）が閣議決定されている（図表２-１）。基本計画には、定量的な
減災目標として、平成27（2015）年度から今後10年間で、想定される最大の死者数を約２万３千
人からおおむね半減、想定される最大の建物全壊・焼失棟数を約61万棟からおおむね半減させ
ることが掲げられている。

第 節2 確固たる安全、安心の実現に向けた
基礎的防災力の強化

1）詳細は内閣府HP　https://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/index.html

図表2-1 首都直下地震緊急対策推進基本計画の概要

注　：詳細は「首都直下地震緊急対策推進基本計画の概要」
　　　https://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/pdf/syuto_keikaku_gaiyou.pdf
　　　https://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/pdf/syuto_keikaku_henkou1.pdf
資料：内閣府提供
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　基本計画の策定から10年が経過することから、基本計画等の見直しに向けて、令和５（2023）
年12月に、中央防災会議・防災対策実行会議の下、首都直下地震対策検討ワーキンググループ
が設置された。現行では死者数最大約２万３千人、建物全壊・焼失棟数最大約61万棟、要救助
者数最大約７万２千人、被害額約95兆円とされている被害想定の見直しや防災対策の進捗状況
の確認、新たな防災対策の検討が進められている。
　基本計画に基づき、「首都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画」（以下「具
体計画」という。）（令和５年５月）が中央防災会議幹事会で決定されている（図表２-２）。具体
計画には、人命救助に重要な72時間を意識したタイムラインと目標行動の設定等が示されてお
り、訓練等を通じて内容を評価し、定期的に改善することで、実効性を高めている。

　また、首都直下地震では１都４県（東京都、茨城県、埼玉県、千葉県、神奈川県）で約800
万人の帰宅困難者が発生すると見込まれており2）、大量の帰宅困難者が徒歩等により一斉帰宅
を開始した場合、緊急車両の通行の妨げになる等により応急対策活動に支障をきたすことが懸
念される。このため、平成27（2015）年に内閣府において「大規模地震の発生に伴う帰宅困難者
対策のガイドライン」を策定し、原則３日間の一斉帰宅抑制を基本原則とする対策に取り組む
とともに、耐震化やデジタル技術の進展等の社会状況の変化等を踏まえ、対策の実効性確保に
向けた検討を行っている。

図表2-2 首都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画の概要

注　：詳細は「首都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画の概要」
　　　https://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/pdf/syuto_oukyu_gaiyou.pdf
資料：内閣府提供

2）内閣府「首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告）」（平成25年12月）
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　令和６（2024）年７月、内閣府は「大規模地震の発生に伴う帰宅困難者等対策のガイドライン」
を改定・公表した。同ガイドラインでは分散帰宅の基本原則のもと、大規模地震発生時におけ
る帰宅困難者等の適切な行動判断のための情報提供シナリオ、一斉帰宅抑制後の帰宅行動指針
及びこれを踏まえた各主体の対応例などが追加された。同ガイドラインの改定に併せて、大規
模地震発生時の帰宅行動についてまとめた普及啓発リーフレットが作成されている（図表２-３）。

　観光地やビジネス街が集積する東京都中央区の
歌舞伎座では令和６（2024）年８月、中央区帰宅困
難者支援施設運営協議会、中央区、アマゾンジャ
パン合同会社の３者協働による帰宅困難者受入れ
訓練が実施された（図表２-４）。訓練では、広域で
鉄道の運行が停止している状況を想定し、受入態
勢の整備や来街者への避難誘導、支援物資の提供
等が行われた。銀座地区には、国内のみならず、
多くの外国人旅行者が滞留する可能性が高いこと
から、訪日外国人役も参加し、英語対応も考慮し
た訓練が行われた。

（国土交通省 防災・減災対策本部における取組状況）
　国土交通省ではその総力を挙げて、抜本的かつ総合的な防災・減災対策の確立を目指すため、
「国民目線」と「連携」をキーワードに施策の検討を進め、令和２（2020）年７月に「総力戦で

図表2-3 分散帰宅を促すリーフレット

資料：内閣府提供

図表2-4 帰宅困難者受入訓練の様子

資料：株式会社歌舞伎座提供
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挑む防災・減災プロジェクト」として主要10施策をとりまとめた。
　その後、令和３（2021）年度には「住民避難」と「輸送確保」、令和４（2022）年度には「再度
災害の防止」と「初動対応の迅速化・適正化」、令和５（2023）年度には「首都直下地震等の大
規模地震対策の強化」と「デジタル等の新技術を活用した防災施策の推進」を、特に強化すべ
きテーマとしてそれぞれ設定し、プロジェクトをとりまとめてきた。
　令和６年度プロジェクトでは、「能登半島地震を踏まえた防災対策の推進」を強化すべきテー
マとして設定し、半島等の類似した特性を持つ地域への備えの強化、及び南海トラフ地震・首
都直下地震等の大規模災害への備えの強化をとりまとめにおける観点とし、「（１）発災後に被
害の影響を軽減するための応急対応」、「（２）被害を防止・軽減するための事前対策」の２つ
に分けてとりまとめた。

（国土強靱化の取組）
　国土強靱化の取組を推進するため、「人命の保護」、「国家・社会の重要な機能が致命的な障
害を受けず維持される」、「国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化」、「迅速な復旧復興」
の４つの基本目標を設定し、取組全体に対する基本的な方針を定めた「国土強靱化基本計画」
が平成26（2014）年６月に閣議決定された。
　令和５（2023）年６月には、国土強靱化実施中期計画の策定の法定化及び国土強靱化推進会議
の設置を主な内容とする強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国
土強靱化基本法の一部を改正する法律（令和５年法律第59号）が可決・成立し、継続的かつ安
定的に国土強靱化を進めることが可能となった。
　同年７月には、国土強靱化基本計画を変更し、国土強靱化に当たって考慮すべき主要な事項
と情勢の変化を踏まえ、「デジタル等新技術の活用による国土強靱化施策の高度化」及び「地
域における防災力の一層の強化による『地域力の発揮』」が新たな施策の柱として、基本的な
方針に追加され、国土強靱化にデジタルと地域力を最大限いかし、具体的な取組を進めること
とされた。
　現在、令和２（2020）年12月に閣議決定された防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化
対策等に基づく取組を着実に推進してきているが、５か年加速化対策後も、中長期的かつ明確
な見通しの下、継続的・安定的に切れ目なくこれまで以上に必要な事業が着実に進められるよ
う、令和７（2025）年６月を目途に国土強靱化実施中期計画を策定すべく検討が進められている。

（２）防災拠点に関する取組状況
　首都直下地震等の大規模地震に備え、地方公共団体の防災拠点となる公共施設等の耐震化率
は着実に上昇しており、首都圏では令和４（2022）年10月時点で97.7％と、全国に比べて高い水
準で推移している（図表２-５）。災害対策本部が設置される地方公共団体の庁舎における非常用
電源については、令和５（2023）年６月時点で、首都圏の全ての都県及び約97％の市区町村で設
置されているものの、72時間以上稼働可能な非常用電源3）が設置されているのは、首都圏の全
ての都県及び約62％の市区町村となっている（図表２-６）。

3）�内閣府「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」（令和５年５月）では、「72時間は、外部か
らの供給なしで非常用電源を稼働可能とする措置が望ましい。」とされている。
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　また、広域的な防災活動の核となる東京湾臨海部基幹的広域防災拠点として、東扇島地区（神
奈川県川崎市）が平成20（2008）年４月に、有明の丘地区（東京都江東区）が平成22（2010）年７
月にそれぞれ供用を開始し、国土交通省や内閣府等により、運用体制の強化が進められている。

（３）密集市街地の現状及び整備状況
　老朽化した木造住宅が密集し、細街路が多く公園等のオープンスペースの少ない密集市街地
では、防災上多くの課題を抱えており、早急な整備改善が課題になっている。
　密集市街地については、令和３（2021）年３月に閣議決定された「住生活基本計画（全国計画）」
において、「地震時等に著しく危険な密集市街地」を令和12（2030）年度までにおおむね解消するこ
ととしている。首都圏では、同密集市街地が令和５（2023）年度末時点で421ha（前年度より25ha減）
となっており、都県別に見ると、神奈川県が首都圏の約７割を占めている（図表２-７、図表２-８）。

　密集市街地の改善に向け、住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）、都市防災総
合推進事業等により、老朽建築物等の除却・建替え、道路・公園等の防災上重要な公共施設の
整備等が行われている。
　東京都では令和４（2022）年に立ち上げた「TOKYO強靭化プロジェクト」において、木造住
宅密集地域の不燃化対策のほか、建築物の耐震化、無電柱化等の地震対策を進めている。
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図表2-5 防災拠点となる公共施設等の耐
震化率の推移

注　：�平成25（2013）～平成31（2019）年は各年３月末時点、令和２
（2020）～令和４（2022）年は各年10月１日時点

資料：�消防庁「防災拠点となる公共施設等の耐震化推進状況調査結
果」を基に国土交通省国土政策局作成
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図表2-6 非常用電源の整備状況と稼働可
能時間

注　：令和５（2023）年６月１日時点
資料：�消防庁「地方公共団体における業務継続性確保のための非常

用電源に関する調査結果」を基に国土交通省国土政策局作成

図表2-7 全国における「地震時等に著し
く危険な密集市街地」の状況
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図表2-8 都県別の「地震時等に著しく危
険な密集市街地」の状況
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（４）避難行動支援に関する取組状況
　災害による被害を軽減するためには、発災時に適切な避難行動をとることが重要であり、平
時より住民の避難に対する意識を醸成するとともに、多くの避難者を支援する環境を確保して
おく必要がある。避難所の確保や物資支援などについて、民間機関等との応援協定の締結が進
められており、平成24（2012）年から令和５（2023）年で、首都圏の都県と応援協定を結ぶ民間機
関等の数は、約3.6倍に増加している（図表２-９）。

　大都市のターミナル駅周辺を中心に指定されている「都市再生緊急整備地域」は、業務機能、
商業機能等が集積し、地震等の大規模災害が発生した場合、大量の帰宅困難者が発生するリス
クがある。そのため、都市再生特別措置法に基づき、滞在者等の安全確保のための「都市再生
安全確保計画」の作成が進められており、首都圏では令和６（2024）年３月末時点で、16件策定
されている。帰宅困難者対策として一時滞在施設の確保も進められており、民間事業者等の協
力により、東京都では令和６（2024）年７月時点で約47万人分が確保されている。

（５）火山災害からの避難対策
　世界でも有数の火山大国である我が国において、国内の火山活動が活発化した際の備えは急
務となっており、噴火災害が発生する前の予防的な観点から、活動火山対策の更なる強化を図
るため、活動火山対策特別措置法の一部を改正する法律（令和５年法律第60号）が令和６（2024）
年４月１日から施行された。本改正によって、火山調査研究推進本部の設置や、８月26日を「火
山防災の日」とすることなどが新たに規定された。
　現在、富士山の火山活動が活発化する兆候は見られていないが、富士山で大規模噴火が発生
した場合、首都圏を含む広い地域への降灰の影響が懸念される。このため、内閣府では、富士
山で大規模噴火が発生した場合の首都圏をモデルケースとして、「首都圏における広域降灰対
策検討会」を開催し、その検討を踏まえ、「できる限り降灰域内に留まって自宅等で生活を継
続する」といった広域降灰に対する住民の基本的な行動や、そのために、日頃からの十分な備
蓄、輸送手段やライフライン等の復旧・維持等、広域降灰対策に係る考え方や留意点等を「首
都圏における広域降灰対策ガイドライン」として令和７（2025）年３月にとりまとめた。
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図表2-9 応援協定を結ぶ民間機関等の数の推移

注　：各年４月１日時点での状況
資料：消防庁「地方防災行政の現況」を基に国土交通省国土政策局作成
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２．治山・治水事業等による水害対策等
（１）治山事業
　首都圏における令和５（2023）年の山地災
害の発生状況は、82か所となった（図表２
-10）。被災した治山施設や山林の復旧が図
られるとともに、国土の保全、水源の涵

かん

養
等の森林が有する公益的機能の確保が特に
必要な保安林等において、治山施設の設置
や機能の低下した森林の整備などを行う治
山事業が進められている。

（２）治水事業
（水害被害への対応）
　首都圏は、人口や資産が高密度に集中し
ているため、洪水氾濫に対する潜在的な危
険性が極めて高い。水害被害額は、平成30（2018）年から令和４（2022）年までの５年間の平均値
がそれまでの期間と比較して大きく増加し、水害密度4）に関しては、全国の２倍以上となって
いる（図表２-11、図表２-12）。

　また、東京圏では、下水道等の排水施設の能力を超えた雨が降った時や雨水の排水先の河川
の水位が高くなった時等に雨水が排水できなくなり浸水する内水氾濫のリスクが高く、平成30
（2018）年から令和４（2022）年までの過去５年間においては、特に東京都で内水被害の占める割
合が高くなっている（図表２-13）。令和３（2021）年度には、「下水道浸水被害軽減総合計画策定
マニュアル（案）」等が改訂されるとともに、計画的かつ着実に耐水化を実施するためのロー
ドマップが示されているほか、地方公共団体では洪水、内水の浸水想定区域内における下水道
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図表2-11 水害被害額の推移

注１：首都圏の都県を対象に集計
注２：�経年比較のため、水害被害額は水害被害額デフレーター（平

成27年＝1.00）を用いて算出した。
資料：国土交通省「水害統計」を基に国土交通省国土政策局作成
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注　：�水害密度の算出に当たり、一般資産被害額（営業停止損失分
を含む）は水害被害額デフレーター（平成27年＝1.00）を用
いて算出した。

資料：国土交通省 ｢水害統計｣ を基に国土交通省国土政策局作成

図表2-12 水害密度の比較（平成30（2018）
年～令和４（2022）年平均）

4）水害密度：宅地等が水害により被った単位浸水面積当たりの一般資産被害額（営業停止損失分を含む）

図表2-10 山地災害発生状況（令和５（2023）年）

資料：�林野庁「森林・林業統計要覧2024」を基に国土交通省国土政策局
作成

合計 林地荒廃 治山施設

箇所数 被害額
（百万円） 箇所数 被害額

（百万円） 箇所数 被害額
（百万円）

茨城県 44 812 44 812 0 0 

栃木県 15 384 11 380 4 4 

群馬県 4 236 4 236 0 0 

埼玉県 0 0 0 0 0 0 

千葉県 18 153 12 124 6 29 

東京都 0 0 0 0 0 0 

神奈川県 1 44 1 44 0 0 

山梨県 0 0 0 0 0 0 

合計 82 1,629 72 1,596 10 33
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施設の耐水化計画の策定が進められている。

（流域治水による水災害対策）
　近年、頻発化・激甚化する水災害に対応するため、河川・下水道管理者等による治水対策に
加え、国・都道府県・市町村・企業・住民等のあらゆる関係者が協働して流域全体で取り組む
「流域治水」が進められている。首都圏の一級水系では13の「流域治水プロジェクト」が策定
されており、築堤や河道掘削、地下調整池等の治水施設の整備を実施し、水位・雨量情報、洪
水予測、災害状況把握等の防災情報の高度化を図るなど、ハード・ソフト一体となった対策が
推進されている（図表２-14）。
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首都圏周辺４県近隣３県東京都全国

（％）

図表2-13 平成30（2018）年から令和４（2022）年までの水害被害額のうち内水被害の占める割合

資料：国土交通省「水害統計」を基に国土交通省国土政策局作成

※協議会構成員数について、複数の協議会で重複している場合は、１カウントとしている。
※那珂川水系流域治水プロジェクトと久慈川水系流域治水プロジェクトは同一の協議会で実施しているため、構成員は同数。
※鬼怒川流域治水プロジェクトと小貝川流域治水プロジェクトは上下流の協議会で実施しているため、構成員は同数。

小貝川流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R6.3月末時点）】
・３０の構成員
茨城県、栃木県、２２市町、
気象台(宇都宮、水戸)、森林整備
センター、関東地整（３事務所）
・オブザーバー
関東農政局、関東森林管理局

那珂川水系流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R6.3月末時点）】
・４２の構成員
福島県、茨城県、栃木県、３０市町村、
関東農政局、気象台(宇都宮、水戸)、森林整備センター、JRE水戸
支社、日本貨物鉄道㈱、鹿島臨海鉄道㈱、関東地整（２事務所）
・オブザーバー
関東農政局、関東森林管理局、ひたちなか海浜鉄道㈱、関東地方
環境事務所

霞ヶ浦流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R6.3月末時点）】
・２６の構成員
茨城県、千葉県、２０市町村、
気象台(水戸、銚子)、水機構、関東地整（１事
務所）
・オブザーバー
関東農政局、JRE水戸支社、関東地方環境事
務所

中川・綾瀬川流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R6.5月末時点）】
・４３の構成員
茨城県、東京都、埼玉県、２８区市町、
JRE大宮支社、東武鉄道㈱、秩父鉄道㈱、京成
電鉄㈱、東京メトロ㈱、北総鉄道㈱、首都圏新
都市鉄道㈱、気象台(東京、熊谷、水戸) 、水
機構（１事務所）、関東地整（１事務所）
・オブザーバー
関東農政局、関東地方環境事務所

利根川・江戸川流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R6.6月末時点）】
・１４３の構成員
茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、
１０４区市町村、関東農政局（２事務所）、関東森林管
理局（本局、３管理署）、気象台(東京、水戸、宇都宮、
前橋、熊谷、銚子)、森林整備センター、水機構（４事
業所）、 JRE高崎支社、東武鉄道㈱、京成電鉄㈱、東
京メトロ㈱、流鉄㈱、北総鉄道㈱、首都圏新都市鉄道
㈱、上毛電気鉄道㈱、上信電鉄㈱、関東地整（７事務
所）
・オブザーバー
JRE水戸支社、京成電鉄(株)、関東農政局、
関東地方環境事務所

荒川水系流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R6.9月末時点）】
・９５の構成員
埼玉県、東京都、 ８０区市町村、関東森林管理局、
気象台(東京、熊谷)、水機構（２事業所）、JRE（八
王子、大宮）支社、東武鉄道㈱、西武鉄道㈱、関
東地整（４事務所）
・オブザーバー
１５市町、JRE東京支社、京成電鉄㈱、
関東農政局、関東地方環境事務所

富士川水系流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R6.3月末時点）】
・３２の構成員
山梨県、長野県、静岡県、２０市町、
関東森林管理局、気象台（甲府、静岡）、森林整備セ
ンター、関東地整（２事務所）、中部地整（３事務所）
・オブザーバー
関東農政局

鬼怒川流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R6.3月末時点）】
・３０の構成員
茨城県、栃木県、２２市町、
気象台(宇都宮、水戸)、森林整備
センター、関東地整（３事務所）
・オブザーバー
関東農政局、関東森林管理局

流域治水プロジェクト位置図

相模川水系流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R6.3月末時点）】
・３４の構成員
神奈川県（３機関）、山梨県、２４市町村、気象台（横浜、甲府）、
森林整備センター、関東地整（２事務所）、中部地整（１事務所）
・オブザーバー
関東農政局、JRE横浜支社、関東地方環境事務所

渡良瀬川流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R6.3月末時点）】
・２２の構成員
栃木県、群馬県、１１市町、気象台(宇都宮、前橋)、
森林整備センター、水機構、森林管理署（日光、群馬）、
JRE高崎支社、東武鉄道㈱、関東地整（１事務所）
・オブザーバー
関東農政局、関東地方環境事務所

鶴見川水系流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R6.3月末時点）】
・７の構成員
東京都、神奈川県、４市、関東地整
・オブザーバー
関東農政局、気象台（東京、横浜）、JRE横浜
支社、JRC（新幹線鉄道事業部）、京急電鉄
㈱、東急電鉄㈱、関東地方環境事務所

久慈川水系流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R6.3月末時点）】
・４２の構成員
福島県、茨城県、栃木県、３０市町村、
関東農政局、気象台(宇都宮、水戸)、森林整
備センター、JRE水戸支社、日本貨物鉄道㈱、
鹿島臨海鉄道㈱、関東地整（２事務所）
・オブザーバー
関東農政局、関東森林管理局、ひたちなか海
浜鉄道㈱、関東地方環境事務所

多摩川水系流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R6.3月末時点）】
・３９の構成員
東京都（２機関）、神奈川県、山梨県、３１区市町村、
気象台(東京、横浜) 、森林整備センター、関東地整（１事務所）
・オブザーバー
関東農政局、気象台（甲府）、 JRE（東京、横浜、八王子）支社、JRC（新幹線鉄道事業
部）、京王電鉄㈱、小田急電鉄㈱、東急電鉄㈱、京浜急行㈱、関東地方環境事務所

図表2-14 首都圏の一級水系における流域治水プロジェクト

資料：国土交通省

首
都
圏
整
備
の
状
況

31

第２節　確固たる安全、安心の実現に向けた基礎的防災力の強化



　令和５年６月大雨（台風第２号）により甚大な浸水被害が発生した中川・綾瀬川流域の埼玉
県下流部（春日部市、草加市、越谷市、八潮市、三郷市、吉川市、松伏町）では、国、県、市
町が連携して、令和６（2024）年４月に「中川・綾瀬川緊急流域治水プロジェクト」をとりまと
めた（図表２-15）。浸水被害の要因が内水氾濫であることを踏まえ、国、県においては内水の
排水先となる河川での堤防整備や河道掘削などの洪水氾濫対策の加速化、市町等においては排
水ポンプ整備等の排水機能強化や雨水貯留施設整備等の貯留機能強化など内水氾濫対策の加速
化といった流域治水の取組を実施し、今後おおむね５か年で浸水被害の大幅な軽減を目指す。

（ハード・ソフト対策の状況）
　洪水等へのハード対策として、例えば、国土交通省関東地方整備局が管轄する８水系（荒川、
利根川、那珂川、久慈川、多摩川、鶴見川、相模川、富士川）における堤防整備率は、令和６
（2024）年３月末時点で69.7％となっている（図表２-16）。特に流域に人口・資産等が集中して
いる利根川、江戸川においては、堤防拡幅等による堤防強化対策が実施されている。

東京都

埼玉県

八潮市

越谷市

松伏町

春日部市

元荒川

吉川

綾瀬排水機場
Ｐ

③草加市新栄地区 （令和５年６月３日）
そうか ししんえい

①越谷市弥栄町地区 （令和５年６月３日）
こしがやしやさかちょう

②松伏町松伏（外河原）地区 （令和５年６月３日）

まつぶしまち まつぶし そとがわら

● 被害対象を減少させるための対策
・まちづくりでの活用を視野にした水災害リスク情報の充実

（多段階な浸水リスク情報の充実 等）
・特定都市河川浸水被害対策法に係る検討・調整

（浸水被害防止区域の指定に係る調整） など

●氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・内水氾濫対策

（排水ポンプ施設整備、雨水貯留施設整備 等）
・洪水氾濫対策

（河道掘削、堤防整備 等）
・特定都市河川浸水被害対策法に係る検討・調整

（貯留機能保全区域の指定等に係る調整） など

● 被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・排水施設の稼働状況の共有
・排水（内水）ポンプ場の運転ルール等の点検
・土地の水災害リスク情報の充実、 ・避難体制の強化
・関係者と連携した早期復旧・復興の体制強化
（小型浸水センサの設置 他） など

近年の中川・綾瀬川被災状況

※速報値のため、今後修正が生じる場合があります。

※今後の検討により、変更があり得る
※『合流点処理検討』 『新規放水路整備』 『新規調節池検討』

『調節池・排水機場増強検討』 は、詳細について引き続き
検討を行い、プロジェクトに反映する方針。

H27.9豪雨 R1.10豪雨 R5.6大雨

浸水面積 約1,040ha 約80ha 約590ha

浸水戸数 約4,840戸 約970戸 約4,100棟

３

１

２

Ｐ

千葉県

Ｐ

調節池整備

合流点処理検討

新規調節池検討

校庭貯留施設整備
※調整が整った学校で順次実施

設備改良

新規放水路整備
（調査及び検討）

三郷市

排水能力の強化

調節池
・排水機場増強検討

排水ポンプ整備等の排水機能強化
・雨水貯留施設整備等の貯留機能強化など

市町の整備

：浸水実績範囲
（令和５年８月末時点）

凡 例

：直轄管理区間

：県管理河川

整備イメージ（雨水ポンプ）

凡 例

： 河道掘削等

： 堤防整備等

： その他対策

国・県の整備

： その他検討

Ｐ

谷古宇

吉川市

草加市

図表2-15 中川・綾瀬川緊急流域治水プロジェクト

資料：国土交通省関東地方整備局江戸川河川事務所
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図表2-16 国土交通省関東地方整備局が管轄する８水系の堤防整備率の推移

注１：８水系は、荒川、利根川、那珂川、久慈川、多摩川、鶴見川、相模川、富士川
注２：整備率は堤防必要区間に対する計画断面堤防区間として算出
資料：国土交通省「直轄河川管理施設状況」を基に国土交通省国土政策局作成
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　また、洪水、内水対策に加え、東京港等における高潮への対策として、河川・海岸の堤防、
水門、排水機場等の整備が進められている。なお、東京都では、気候変動の影響による海面上
昇等に対応するため、令和４（2022）年度に「東京湾沿岸海岸保全基本計画［東京都区間］」を
改定するとともに、令和５（2023）年度には「気候変動を踏まえた河川施設のあり方」を策定した。
　ソフト面では、多発する水害等から身を守るため、ハザードマップ等を効果的に活用し、地
域の災害リスクを適切に理解し、気象情報や地方公共団体から発令される避難情報を踏まえて、
早期に避難することが重要である。また、浸水や土砂災害などの災害ハザードエリアの指定、
ハザードマップの整備も進められており、災害リスク情報の充実が図られている（図表２-17）。

　また、気候変動への適応・カーボンニュー
トラルへの対応のため、治水機能の強化と水
力発電の促進を両立させる「ハイブリッドダ
ム」の取組5）を進めている（図表２-18）。
　令和６（2024）年度は、このうち、ダムの運
用高度化について、八

や

ッ
ん

場
ば

ダムを含む国土交
通省及び独立行政法人水資源機構管理の76ダ
ムで試行をした。また、令和６（2024）年６月
に「事業者公募の手引き及び募集要項」を取
りまとめ、国土交通省が管理する湯西川ダム
等の３ダムで民間事業者等による水力発電施
設設置の公募手続きを開始した。

（まちづくりによる水災害対策）
　まちづくりによる水災害対策としては、特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法
律（令和３年法律第31号）に基づき創設された「浸水被害防止区域」での開発規制や、都市再
生特別措置法等による安全なまちづくりに向けた総合的な対策が進められている。

図表2-17 ハザードマップ公表状況（令和７（2025）年１月時点）

注　：公表状況は「ハザードマップポータルサイト」に登録されている市区町村数を集計
資料：国土交通省「ハザードマップポータルサイト」（https://disaportal.gsi.go.jp/）を基に国土交通省国土政策局作成

市区町
村数 洪水 内水 高潮 津波 土砂

災害 火山

茨城県 44 43 7 0 10 40 0
栃木県 25 25 2 0 0 22 3
群馬県 35 28 2 0 0 27 7
埼玉県 63 61 45 0 0 38 0
千葉県 54 52 21 13 26 46 0
東京都 62 52 37 15 9 51 6

神奈川県 33 31 16 8 15 31 2
山梨県 27 17 1 0 0 26 7
合計 343 309 131 36 60 281 25

5）�ダムを活用し、「治水機能の確保・向上」、「カーボンニュートラル」、「地域振興」の３つの政策目標の実現を図る
もの

治水容量

利水容量
（発電容量等）

洪水前に貯水位を低下
（事前放流等）

雨が予測されない場合
貯水位を上昇（運用高度化）

図表2-18 ハイブリッドダムのイメージ

資料：国土交通省
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　この対策の一環として、国土交通省では、コンパクトシティの取組において防災指針6）を先
行的に作成し、都市の防災・減災対策に意欲的に取り組む「防災コンパクト先行モデル都市」
を選定しており、首都圏では、ひたちなか市、宇都宮市、秩父市、厚木市が選定されている。
首都圏では、令和６（2024）年７月末時点で、選定された４市を含む67市町村において防災指針
が立地適正化計画に位置付けられている。
　また、東京ゼロメートル地帯に位置する江東５区（墨田区、江東区、足立区、葛飾区、江戸
川区）等では、「災害に強い首都『東京』形成ビジョン」（令和２（2020）年12月策定）に基づき、
線的・面的につながった高台・建物群の創出による、「高台まちづくり」が進められている。

6）立地適正化計画の居住誘導区域等内で行う防災対策・安全確保策を定めたもの
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